
33 高度情報化施策の推進について

【総務省】

【提案・要望】

利用環境の格差是正及び安定的な確保を図るため、インターネット・携帯電話・

テレビ等の支援策等の充実を図ること

(1)固定系超高速ブロードバンドの環境整備促進について
条件不琴u地域において、市町が財源措置を講じて、民間通信事業者を実施主体

とする固定系超高速ブロTドバンド整備(光ファイパー等)を行う場合の財政支援制
度を創設すること

また、公設で整備 した超高速ブロードバンドの設備更新に対する支援制度を創

設するとともに、ランニングコストに対する支援策の充実を図ること

(2)ブロードバンドサービス等の安定的な確保について
ブロードバンドや携帯電話の地域間格差の解消及び安定的なサービスの維持を

図るため、ユニバーサルサービス制度の対象を拡大すること

(3)地上デジタル放送の安定的な受信環境確保について
地上デジタル放送受信に係る共聴施設の維持管理等における住民の負担軽減を

図るため新たな支援制度の創設及びフェージングの対策を拡充すること

【本県の現状・課題等】

(1)本県においては、離島や週疎地域といつた条件不利地域を数多く有しており、民間によ
る光ファイパー等の自主整備が進まない不採算地域が多い。しかし、一方で、整備に係る

将来的な維持管理経費や更新費用の負担に対する懸念から民設による整備を望む市町が多
い現状である。

(2)イ ンターネットや携帯電話は今や固定電話と同様に国民生活に不可欠なツールであり、
地方においても住民が等しく、安定的かつ継続的にその利便性を享受できる環境が求めら

れているが、現在のユニバーサルサービス制度では、ブロードバンドや携帯電話事業のた

めの経費については対象となっていない。

(3)過疎化が進行している本県では、テレビ受信のための共聴施設組合員数の減少による住
民負担増が懸念され、施設の維持管理に支障が生じることが考えられる。
また、本県の地勢の特性から、海上電波を受信する離島や沿岸部において、フェージン

グによる受信障害が発生している。

【参考 1】 固定系超高速ブロードバンド利用可能世帯率

・固定系超高速ブEl―ドバンド利用可能世帯率は、944%(全 国990°ノ6)

FTTHに眼れば、8899ね (全国980,6)で 、いずれも 全国 45位 であり、
整備率が低い状況である。

平成29年 3月 末現在

【参考2】 携群電話営帯カバー率等

爆 21世幣以上
固定系超高速BB
利用可能

世帯率 (。/o)

長崎県 944% 88.9,o

全  国 990% 980%

※固定系超高速ブロードバンド:FttH、 下り30Mbps以上の
CATヽ′インターネット及びFWA

・移動系超高速ブロードバンド世帯カバー率 :997'/6(全国998。/o)

・携帯電話全不通地区(3社とも利用できない地区)及び世帯数

:3市 6地区35世帯

【参考3】 長崎県内の共聴施設組合数内訳(世帯数別)

総務省公表資料より
筵呵1～ 20世帯

長崎県独自調べ
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光ファイパー等の整備に係る民設支援制度 (案)の導入による効果等

①総事業費の圧縮(県内自治体概算事業費の例)

中

民間事業者が自社の既存設備等を活用することにより、総事業費の圧縮
が図られ、国及び市町の整備に要する負担減に繋がる。

"粕
重悟と豊雲備推漁綺助釜 2/3

⇒ 民間事業者による基盤整備を促進し、市町の実負担額が 1/3～ 2/3
削減されると共に、維持管理・更新に係る後年度負担がなくなる。

【提案・要望実現の効果】
(項目1)

民設民営 (負担金)方式は、民間の自社設備等を有効活用し構築するため、絡事業費の圧
縮 (国・市町の負担減)に繋がるとともに、維持管理・更新に係る後年負担が不要となる。
市町の財政負担の軽減を図り、民間通信事業者による整備を促造することにより、 iCT
利用環境が実現し、住民サービス向上や地域活性化に繋がる。

(項目2)

離島や過疎地域といつた条件不利地域を数多く有する本県においても、民間による光ファ

イバー等や携帯電話基地局の自主整備が進み、地域間格差の是正及び安定的かつ継続的な

サービスに繋がる。

(項目3)

共聴施設の維持管理費等に対する支援措置により、住民負担の軽減が図られる。また、

フェージング対策の拡充により、離島や沿岸部においても安定的なテレビ視聴が可能となる。

総事業資圧縮の

効果 'メ リット

市町実負担

市 町 換 槻 ■/2(〕 邑蝶 俊 )50%精観遠信基選歳 備 推逸範鳴

"金
フ2

交付税措 置 (約勇 )

制度導入の

効果・メリッ ト
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34 島原 。天車 。長島架橋構想の推進について

【国土交通省】

【提案・要望】
1 九州西岸軸の形成による地域間連携を推進するため、島原・天草・長島架橋建
設に資する調査を再開すること

2 島原道路の整備促進と島原天革長島連絡遭路の具体化に向けた検討を実施する
こと

【本県の現状・課題等】

<島原・天草 。長島架橋構想の推進>
長崎・熊本・鹿児島3県にわたる九州西岸地域は、豊かな自然環境や地域資源など、大き

な開発ボテンシャルを持つた地域であり、新しい広域観光ネットワークの形成や、晨水産物

の供給基地としても大きな発展可能性を有しているが、高速交通体系の未整備や二つの海峡

での分断により、地域全体が連携した振興策を進めることが困難な状態にある。

このため、島原・天草・長島架橋は、今なお高速交通ネットワークから取り残されている

この地域の一体的な活性化を図るとともに、海に囲まれ行き止まりになっている島原半島の

大規模災害時における緊急避難路や復旧・復興支援物資などを輸送する「命の道」としても

必要な社会基盤整備である。

以上から、当構想に対する地元の熱意と期待は高く、九舛西岸軸の形成による地方創生に

掲げる地域間連携を実現するためにも、国家的プロジェクトとして推進を図る必要がある。

(要望にかかる課題・背景)

国土交通省は、平成20年度から個別の架橋ブロジェク トに関する調査を中止している。

国、地方をあわせた財政状況が悪化するなか、公共工事とりわけ大型プロジェクトの推進に

は厳しいものがあり、事業の必要性について国民的理解を得ることが必要である。

なお、平成27年 8月 に閣議決定された国土形成計画 (全国計画)において、前計画に引
き続き、「湾口部、海峡部等を連絡するプロジェクトについては、長期的視点から取り組

む。」と記載されており、さらに、九州圏広域地方計画では、当該地域における多様なネッ

トワークの形成による交流・連携機能の強化を図るとされている。

(本県の取組)

昭和63年 5月 に長崎、熊本、鹿児島の3県で構成する「島原・天草。長島架橋建設促進

協議会」を設立し、日等への要望活動、構想推進地方大会及び交流連携事業等を通じて、国

に対し、構想実現の社会的意義と地元の熱意を強く訴えるとともに、地元の気運醸成を図つ

ているところである。
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島療・天車・長島槃格補憩、九州西痒軸欄想
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【提案。要望実現の効果】
。島原道路 (南島原市深江町～諌早市)の整備促進による時間短縮効果 :90分→40分

・島原 。天草 。長島架橋構想及び九州西岸軸構想が実現した場合の時間短縮効果

現 在 :長崎市→鹿児島市 約 7時間5分 (フ ェリーと車での最短)
整備後 :   ″     約 3時間20分 (約 3時間45分の短縮)

・災害時や緊急時における代替道路や複数のアクセスルートが確保される。

番
酵

約20分 約320分
(nS職20分〉

約85分
(機 I時確 6分〉

“

・・

約7持隠3分

詢3爵劇45分0藤
約20分 約125分 鶴55分

(構2噸も分)         約3踊隠20分
・H16年供用中の産路及び鴨 瀬戸ェ長島海峡のフエリーを利用して目aョ麹まで自職卑等で蓼動した始 の爾 要時間を算出

目的地法で樹聰崎 で協 した増台の顔 所瞬鋒簿を算出驚
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35 離島航空路の維持 i充実について

【回土交通省】

【提案・要望】

離島航空路の維持・充実に向けて、国において十分に予算を確保し、地方自治体

の財政負担等の軽減がなされるよう必要な支援制度の充実を図ること

1 離島航空路の確保・維持のため、次のとおり制度の拡充等を図ること

(1)実態に即した離島航空路線運航費等補助金の算出方法の見直し

(2)地方自治体が実施する離島航空路線支援への地方交付税措置の拡充

(3)機体購入費補助対象の拡大 (リ ース方式の対象化等)

(4)航空機燃料税の軽減措置の継続拡充

(5)航行援助施設利用料の料金区分の見直し

2 国における「持続可能な地域航空のあり方に関する研究会」が策定した最終取
りまとめの対応に向けて必要な措置を講じること

【本県の現状・課題等】

県内の離島航空路線は、離島住民の利用も多く、島民に必要な生活路線となっているが、

離島人口の減少による利用者数の減少に加え、飛行距離が短いために機体消耗が早く整備コ

ストも嵩むことから、厳しい経営状況が続いており、行政による財政支援策を講じ、維持さ

れている状況である。

一方、離島航空路線は、離島住民の生活路線であるとともに、離島振興のための交流人口

増加を図るうえで、今後ますま重要な交通基盤であることから、支援の強化が必要となって

も`る。

(本県の取組)
「長崎県離島航空路線再生協議会」を設置し、離島航空路線の維持。確保のため、平成21

年度から25年度の間は「再生スキーム」、平成26年度から30年度の間は「維持スキーム」を

策定し、関係者とともに支援に取り組んでいる。
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長崎県内の離島航空路線を

運航しているゲッシュ8
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※福江～福岡

(H29.10.29か らヽ

H29年度旅容数

※相江～長崎 3便/
37

※対属～長崎 4便/日
(金日槻 5便/日 )
H29年度旅害数 68,9モ O人

対属空港

詮

/

力
，

本土と離島を結ぷ離島航空路 (ORC運航路線)

ORC損益の推移
(単位 :百万隠)

【提案・要望実現の効果】
離島住民の高速移動手段であるとともに、交流人口拡大のための交通基盤である離島航空

路線が維持・確保されることにより、住民生活の安定や離島地域の振興が図られる。
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川27 H28

営業収入 1,830 1,853

経常利益 △ 426 △ 398

特別利益

(う ち補助金 )

442

(442)

469

(469)

当期純不嘔益 1 22

利益剰余金 △ 290 △ 268



36 地域公共交通 (航路・乗合バス)の維持。充実に
ついて

【国土交通省】

【提案・要望】
生活交通 (航路・乗合バス)の確保 。維持・改善のため、以下のとおり制度の拡
充等を図ること

(1)離島航路運営費等補助金は、標準単価に地域や航路ごとの特殊性を加味して

算出すること。また、燃油価格の高騰等により欠損額が大幅に増加した場合に

は、実態に即した補助金額を確実に支出できるよう必要な措置を講じること

(2)補助航路において、新船建造着手後に他事業者の参入があつた場合でも航路

改善計画に基づき建造された船舶については、航路維持を図るため、特例とし

て減価償却費相当分を引き続き補助対象とすること

(3)離島住民運賃割引補助における補助額の算定基礎を、県内の平均的な交通運

賃とすること

(4)離島旅客航路及び貨物航路は、離島の住民生活や産業活動に不可欠であるこ

とから、突然の運航休廃上により、住民生活に支障を来たさないよう、海上運

送法や内航海運業法において必要な措置を講じること

また、旅客航路同様に定期貨物航路に対する支援を講じること

(5)半島航路について、運航に要する経費など公的支援のための予算を確保する

こと

(6)生活交通 (乗合バス等)の確保 。維持について、地域間幹線系統補助にかか

る十分な財源を確実に確保すること

千 人 長崎県の補助航艦各輸送人員の推移
2.(XDO

呵̀
廷
300

4,()OO

帝,40(〕

甕,200
用17 卜14 溜2◇   用21   凛22 劇23

千 人 長崎県の乗合バス輸送人員の推移
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【この要望にかかる背景について】
○全国―の離島県である本県では、離島振興を最重要課題の一つとして取り組んできたが、

人口減少に歯止めがかからない状況にあり、離島航路においては、輸送人員の減少等によ

り補助金額が拡大傾向である。

O離島航路運営費等補助金は、基準離島航路の平均単価を基準とした標準単価をもとに算出
されるため、地域や航路ごとの特殊性が加味されておらず、実績収支差とは大きく差が出

てくることになる。また、現在は、実績収支差と国の運航欠損額の差額等を県と市町で補

助しているが、燃油価格の高騰等によって実績収支差見込額との大きな乖離が生じた場合

に、地元負担が大幅に増加するおそれがあり、今後も安定的に航路を維持するためには、

国においても航路の実態に即した補助金額を支出できるよう制度の見直しが必要である。

O離島航路運営費等補助金の対象は赤字の唯―航路とされており、他業者の参入があれば補
助対象から外れるため、新規参入のおそれがある航路においては、航路改善計画に基づい

た新船建造であつても着手できない状況である。

○平成23年度に創設された離島住民運賃割引補助は、航路寄港地の陸上交通運賃のうち、

最も運賃水準の高い運賃までを割引限度としているが、離島地域の陸上交通の運賃水準が

高く、航路の全部又は一部の区間が割引対象にならない航路があるため、よリー層、離島

住民の移動環境改善を図るためには、県内の平均的な交通運賃と同等の運賃までの割引を

限度する必要がある。

○離島住民の生活を守るためには、旅客定期航路及び貨物航路の維持存続が重要な課題であ

ることから、突然の体廃上により、住民生活に支障を来たさないよう必要な措置を講じる

とともに、離島の生活物資を搬送する貨物航路については、安定的な航路の維持存続を図

る支援制度の創設が必要である。

○半島航路の輸送事業においても、船舶の安定運航や地域住民等利用者の利便性の維持のた

め、対策を講じる必要がある。

○バス事業者においても、ダイヤや路線の見直し、利便性の向上、経費削減等に努めている

が、本県の乗合バスの輸送人員はピーク時の約360/。まで減少しており、乗合バス事業の

経営は非常に厳しい状況であり、本県及び市・町においては、地域公共交通の確保・維持

のための財政負担が大きくなってきている。
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37 第三セクター鉄道並びに地方民営鉄道の施設整備
及び確保・維持について

【総務省、国土交通省】

【提案・要望】

松浦鉄道及び島原鉄道は、地域住民生活の足として必要不可欠なものであり、安

全性の確保や運行の維持のため、計画的に施設整備を行うことが重要である。経営

が極めて厳 しい中で、両鉄道を維持 。存続することを沿線自治体と確認して、平成

35年度までの10ヶ年の計画を立てて支援していることに鑑み、国においては以下の

施策を講じること

(1)鉄道軌遭安全輸送設備等整備事業等の施設整備補助に係る十分な予算確保及

び補助率の引き上げ

(2)訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業 (イ ンパウンド対応型鉄軌遭車

両整備事業)による車両検査等の予算の十分な確保

(3)施設整備や運営費を支援する地方自治体に対する交付税措置の拡充及び創設

(4)鉄道事業者に対する運営費補助制度の創設

(5)固定資産税の軽減措置の継続と拡充

【本県の現状。課題等】

県内鉄道事業者においては、少子化、過疎化による人口減少や車社会の進展による利用者

減少により、平成29年度の利用者は、松浦鉄道が284万人 (ピーク時の約 6割 )、 島原鉄道

が135万人 (ピーク時の約 3割)と なっており、事業者の収益確保が厳しい状況となってい

る。

平成25年度には、県と沿線市町で両鉄道に関する調査を行い、鉄道を存続させることが、

鉄道を廃上しバス代替とするより社会的便益がはるかに高いとの調査結果を踏まえ、車両検

査に対する国庫補助も見込んだ上で施設整備計画を策定し、自治体負担を増額して支援を強

化し、両鉄道を維持していくこととした。地域の足の確保と社会的便益の実現のためには、

その計画を着実に遂行していくことが課題である。

また、平成34年度には九州新幹線西九州ルー トが開業予定であり、その開業効果を県内

各地に波及させるために重要な役割を担う両鉄道を、地域一体で支えていく必要がある。

(本県の取組)

松浦鉄道及び島原鉄道の施設整備に対しては、平成26年度から35年度までの10年間の整

備計画に基づき、原則、事業者の負担が無いよう、国や沿線自治体とともに補助を行つてい

る。また、長崎新幹線・鉄道利用促造協議会では、両事業者に対し、利用促進と地域活性化

に向けて、ラッピング列車や地域イベントなどに要する補助を行うなどの支援を継続してい

る。

―-75-―
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松浦鉄道 利用者数の推移
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【提案。要望実現の効果】
車両整備に係る予算の確保や、補助率の引き上げなどにより、両鉄道の安全な運行が長期

にわたって安定的に維持されることが期待される。バスを運行する場合に比べて、所要時間

の短縮や交通費の削減など利用者へもたらされる便益だけでなく、沿線の道路交通渋滞の緩

和、交通事故の減少、環境改善効果、観光面におけるイメージアップなど地域社会への便益

もさらなる向上が見込まれ、地域活性化にも寄与する。
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38 長崎空港の活用推進について

【国土交通省、財務省】

【提案・要望】

国内 。国際定期航空路線の拡充やチャーター便の誘致により、長崎空港を活性化

することで、地域経済及び産業の振興を図つていくため、次の措置を講ずること

(1)長崎空港の24時間運用化を図ること。それまでの間は、夜間。早朝チャーター

便の対応等について柔軟な取扱いを図ること

(2)長崎空港の国際線ターミナルビルの施設拡充を図ること

世界初の海上空港である長崎空港

―-77-―

【本県の現状・課題等】

長崎空港は大型航空機の離発着に必要な3,000m滑走路が整備され、騒音問題や気象障害

が少ない信頼性と安全性に優れた海上空港であり、直近の高速道インターまで10分程度の

好条件に位置している。このような長崎空港の特性を活かし24時間運用化することで、夜

間のチャーター便や貨物便を取り扱うことは地域経済並びに産業の振興に大きく貢献するも

のと嘉月待される。

長崎空港国際線ターミナルビルの保安検査場は狭陽であるため、エックス線検査装置、金

属探知機等も 1台ずつしか設置できず検査に時間を要している状況である。待合室等の施設

についても狭盗化しており大型機就航時や複数便就航時には乗客の収容が困難となることか

ら、国際線ターミナルビルの拡充が望まれる。

一方で、現行時間外の需要創出も運用時間延長の要件となっており、空港運用時間延長と

需要創出を同時一体的に進めることが課題となっている。

また、国内外の航空会社から、夜間 。早朝チャーター便就航の要望もあつたが、運用時間

の関係上就航できない事例もあるところである。

(本県の取組)

夜間 。早朝時間帯に就航する航空会社の誘致を進めているが、海外の航空会社等からは運

用時間が延長されれば検討するとの声もあり、運用時間の延長は国際線の誘致にもつながる

ものと考えている。



利用者教 (人 ) 長崎空港利用者数

3,107,618 3,158,442

3,008,697 2,996,719
2,863,054

2,727,081

2,469,362 2,464,500
2,325,537 2,330,112

20年度  21年度  22年度  23年度  24年度  25年度  26年度  27年度  28年度  29年度
0

!!≒ .:

「|‐   と

長崎～上海線に就航している中国東方航空    長崎～ソウル線に就航しているエアソウル

【提案。要望実現の効果】
(項目 1)

東アジア、東南アジアからの地理的優位性や騒音問題が少ない海上空港の特性を有する長

崎空港の24時間運用化等により活性化を図ることで、特に夜間・早朝における近隣空港の

・篤完空港としての役割を果たし、海外からのチャーター便の増加及び定期便の就航など訪日

外国人を含めた交流人口の増加が期待される。

(項目2)

国際線ターミナルビルの施設拡充が図られることで、出入国検査の時間が短縮され、待合

室等の拡張により、国際航空路線の複数便の就航や大型機材の就航にも対応可能となる。そ

の結果、本県が進めている国際航空路線の誘致や長崎空港の24時間化の効果が最大限に発

揮され、本県がアジア地域の成長力を引き込むための日本のゲー トウェイとなり、本県の活

性化はもとより、国で進められている観光立国の推進にも大いに貢献することができる。

―-78-―



39 半島振興対策の充実について

【総務省、国土交通省】

【提案・要望】

半島地域に住民が住み続け、安定 した暮らしを送っていける環境づくりのため、

半島振興施策の推進になお―層積極的に取組むこと

(1)半島振興広域連携事業の事業費の確保、事業メニューの拡大、補助率の引き

上げ並びに半島振興道路整備事業債の充当率及び交付税措置率の過疎債並みの

引き上げ等による財政支援措置の充実を図ること

(2)半島振興におけるあらゆる分野での基盤である道路インフラ整備において、

高規格幹線道路 (西九州自動車道)の早期完成や地域高規格遭路 (島原道路 。

西彼杵道路等)の優先的な整備促進を図ること

【本県の現状・課題等】

半島地域は、三方を海に囲まれ、全般的に平地に恵まれないなどの条件にあり、産業基

盤、生活環境の整備については多くの課題を抱えている反面、豊かな自然が残り、海外との

交流等によって培われた独自の歴史 。文化に裏打ちされた精神的に豊かな暮らしがある。

半島地域の豊かな自然は「いやし。やすらぎ」をもたらすとともに、安全安心な食料や水

の供給、国土や自然環境保全の機能も有し、国民の利益を増進する重要な役割を果たしてい

る。

一方で、産業の衰退に伴う雇用機会の減少や都市部との格差、利便性の低さなどの厳しい

環境から人口流出が続き、少子高齢化や過疎化に歯止めがかからない状況にあり、半島地域

が自立的に発展し、その役割を担い続けるためには、半島地域に住民が住み続け、安定した

暮らしを送っていくことができる環境を整備することが不可欠である。

本県は、平成27年の法改正・延長の際に意見書を作成し、特に喫緊の対応を求める項目

として、「法の目的規定の拡充・充実」、「高規格幹線道路及び地域高規格道路等の優先的整

備」、「道路整備に関する支援措置の充実」、「新たな財政支援措置」を要望したが、新法にお

いては、高規格幹線道路等の優先的整備は明記されず、道路整備に関する支援措置及び半島

地域に特化した新たな財政支援措置は十分ではない状況にある。

(半島振興道路整備事業債)

新法のもと、防災上必要なものについて、充当率が75°/。 から90°/。へ嵩上げ (交付税措置

率300/0は変更なし)と なっているが、週疎対策事業債 (充当率100°/。、交付税措置率700/。 )、
緊急防災・減災事業債 (同上)と比較して依然不利な状況。

(半島振興広域連携促進事業)平成30年度当初予算額 86百万円
交流促進、産業振興、定住促進に関して半島地域の事業主体が広城的に連携して 取り組

むソフト事業に国が支援を行うことになっているが、全国23地域 (194市町)に対する事業
費の確保やソフト施策の実施に必要不可欠な既存施設の改修、ソフト施策の充実に必要不可

欠な備品などが対象となっておらず支援として十分ではない。
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【提案 。要望実現の効果】

半島地域の豊かな自然と独自の歴史文化による「いやし。やすらぎ」の場を提供し、住み

たい地域に住み続けられるとともに、安全安心な農林水産物や水の安定的な供給源、国土や

自然環境の保全などの役割を担つていくことができる。

半島地域における道路網の整備により、災害発生時の迅速な対応、救急搬送の時間短縮を

図るとともに、公共交通機関の確保・維持、下水道、医療・保健・福祉など産業・生活基盤

等の整備に加え、相乗効果が期待できる広域連携や地域の創意工夫を凝らした取組等への支

援を充実させることにより半島地域の自立的発展及び県民、国民の利益増進に貢献すること

ができる。

日東松滞

a西彼杵

a島 原
E北松浦
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40 CIQ体制の強fヒについて
【法務省、財務省、厚生労働省、農林水産省】

【提案・要望】
アジア諸国との相互交流をさらに拡大し、将来に向けて友好関係を発展させるた

め、交流の玄関口となる空港、港湾においてCIQ体制強化を図ること

(1)国際航空路及び国際航路を有する長崎空港、対馬空港、長崎港、佐世保港、

厳原港、比田勝港のCiQ体制強化を図ること

【本県の現状・課題等】

本県においては、上海、ソウルヘの国際定期航空路線のほか、平成29年には国際チャー

ター便 (長崎空港29便 )、 クルーズ船 (長崎港267同、作世保港84回)が就航 (寄溶)し た。
特にクルーズ客船の寄港の伸びは、昨年の寄港数が365回 (う ち外航346回 )に急増するな
ど顕著であり、「官民連携による国際クルーズ拠点」を形成する港湾に選定された佐世保港

では、今後も増加することが予想されるところである。

これに伴い、上海線やソウル線などの国際定期航空路、国際チャーター便、長崎港・佐世保

港におけるクルーズ客船等が同日に入港となる場合が増加してきており、この場合、CtQの
体制は県外からの出張応援があつても十分であるとは言えず、対応が難しい状況となっている。

また、対馬 (厳原港、比田勝港)と韓国を結ぶ国際定期船をJR九州など日韓複数社が運
航していることから、対馬が韓国で手軽な観光地として人気が高まり、年々韓国からの訪日

客が増加しているため、入国審査の対応を強化することが急務である。

今年のクルーズ客船の入港も昨年と同程度の寄港が予定されている。

また、近年の対馬における韓国との交流の活性化や、本県への訪日客は、今後、ますます

増カロすることが見込まれている。

本県が新時代の「出島」として、日本のゲートウェイとしての役割を担い、その役割を果

たすためには、訪日客が我が国に対して抱くイメージに強い影響を及ぼすCIQ機関の増員
及び常駐化等のCIQ体制の強化は早急に対応すべき課題であり、今後その必要性はますま
す高まってくる。

(本県の取組)

本県では、「アジア・国際戦略」に基づき、国際定理航空路の維持・利用促進や国際チャー

ター便、クルーズ客船の誘致など、海外の活力を取り込み、経済活性化につなげるための誘

客拡大の施策を展開しているところである。

(人 )
600,000

400,000

200,000

長崎県内出入国外国人数の推移    565,307
516,1

407
495,914

377166

177,374   19生 410

146,732

143,290

20    21    22    23    24    25    26    27    23 (年 )

0
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【提案・要望実現の効果】
本県は、世界文化遺産の構成資産など国際的にメッセージ性が高い観光資源が豊富であ

り、また歴史的な海外との交流基盤や、アジアに最も近いという地理的近接性があることか

ら、海外からの集客において高いポテンシャルを有するところである。

CIQ体制が強化され、入国手続き時間の短縮化による来訪、再訪の増加が期待できるこ
とに加え、本県が進めるクルーズ客船の受入拡大や長崎空港の24時間化の効果が最大限に

発揮され、本県がアジア地域の成長力を引き込むための日本のゲートウェイとなり、本県の

活性化はもとより、国で進められている観光立国の推進にも大いに貢献することができる。

― ソウル線

―卜 上海線
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8,814

9,80813,モ 88  13,740

18

738,21チ

/
580,J

/
471.856375,766 /

326,723
本 34,364

/
硫9■泄 lり 岬猟

98,970一
7〔Jr)ati

―-82-一



41 アジア各国の短期滞在ビザの発給要件緩和について

【法務省、外務省、観光庁】

【提案・要望】

発展が著しいアジア各国との裾野の広い友好交流関係を深化させるとともに、訪

日旅行市場の更なる拡大による地域経済の活性化を図るため、訪日観光ビザについ

て、次の措置を講じること

(1)東南アジア諸国からの観光客に対するビザの発給要件緩和を図ること

(2)中国人観光客に対するビザ免除に向けた段階的な措置として、沖縄県及び東

北 6県を訪問地要件とする短期滞在数次ビザについて、訪問地要件を撤廃する

こと

【本県の現状。課題等】

クルーズ船寄港数の増加やビザの発給要件緩和など、様々な要因により、平成29年の訪

日外害数 (JNTO推計)は、過去最高の2,869万 1千人 (前年比19,3°/。増)を数えた。一方
で、訪日外国人観光客の約 6割 (延べ宿泊客数ベース)が、三大都市圏に集中しており、観
光を地方創生につなげていくためには、本県を含む地方部への更なる誘客が必要である。

地方部への誘客を促進するためには、地方の魅力を海外市場に向けて継続的に発信するこ

とに加え、外国人観光客がリピーターとして訪日しやすい環境づくりが急務であり、そのた

めにビザの発給要件の更なる緩和が必要である。

(本県の取組)

本県では、2つの世界遺産 (候補)や本県ならではの観光資源、海外交流の歴史等を活用
し、アジアを中心とした外国人観光客の誘客に取り組んでいる。

また、多言語コールセンターの設置による言葉の壁の解消や、通訳ガイドの育成等、外国

人観光客をスムーズに受け入れ、満足していただける体制整備にも取り組んでいる。

中国人の所得層

の高所得者

十分な経済力を有す

―虐の機構力を生す

1現在のビザ制度
【要望】

訪問
'鬱

要件の触鹿

相 当 層

る層

観入観光敷次どザ
(訪間地要件なし,
電5年間何回でも入園可》

霞入観光数次どザ        !

網鞘継AI韓臨蝉
沖縄県敬次ピザ

ー

東北6県数次ピザ
《3年間何国でも入国可》

入国可》 |

対 象 国 ビザの種類 有 効 期 間

ベ トナム 数次ビザ
5年間 (期間内は何回
でも訪日可)

30霞 以内

フィリピン 数次ビザ
5年間 (期間内は何回
でも訪日可)

30日 以内

り〕シボジア

数次ビザ
3年間 (期間内は何回
でも訪日可)

15日 以内ラオス

ニヤシマー

シンガボール ビザ免除 90日 以内
マ レーシア

な /
ビザ免除 15日 以内

ブルネイ

インドネシア
亭日l登録
ビザ免除

3年又は旅券の有効競
間満了日まで

15日 以内

個人観光一次ビザ上記以外の所得者層
《訪日1回限り》|
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東南アジア諸国(人) 中国及び東南アジア諸国の訪日外客数推移 中国 (人 )

1,200,000 8,000,000

7,000,000

6,000,000

5,000,000

4,000,000

3,000,000

2,000,000

1,000,000

０００

０００

０００

０００

０００

0 0

‖24         H25         H26

-中 国  
―Ⅲ‐革タイ 

ー
シンガポール

(出所)日 本政府観光局 訪日外客統計

H27         H28         田29

インドネシア 藝 フィリピン “Hいベトナム

【提案・要望実現の効果】
(項目¶)

近年の政府における東南アジア諸国民に対するビザ緩和措置が奏功し、同諸国からの訪日

客は年々増加傾向にあり、その中でもタイ、マレーシア国民に対するビザ免除の開始は、訪

日客の増加に大きく貢献した。

成長著しい東南アジア諸国に対して更なるビザ発給要件の緩和を行うことで、訪日外国人

旅行者数の一層の拡大が見込まれる。

(項目2)

中国人個人観光客に対する短期滞在数次ビザの訪問地要件が撤廃されれば、国内来訪地域

の偏り (ゴールデンルートヘの集中)を是正し、地方への誘致促進、更には地理的、歴史的
関係性が深い本県への誘客拡大が図られる。
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42 博物館の展示環境整備への財政的支援について

【文部科学省】

【提案・要望】
文化財の公開・活用を積極的に推進する上で、文化財の維持・保存との調和は不

可欠であることから、博物館等文化財公開施設における適切な展示
。収蔵器具等の

施設整備に対し財政面での支援の充実を図ること

(1)今後、文化財の展示環境基準が変更された場合には、技術的指導 。支援と併
せて、展示・収蔵器具等ハード面で要求される改修等への財政的支援制度を設

けること

【本県の現状。課題等】

<展示 。収蔵器具等の改修に係る課題>
責重な文化財を展示する際に用いる気密性の高い展示ケース (エアタイトケース)や展示
台に用いられている合板材については、一旦ガスを放散しはじめた部材や放散した物質を再

度吸着してしまった部材では、換気等の処置でも改善が見込めないことが判明したため、近

年開発された物質放散量の少ない環境基準に適合する合板材等との交換をすることが必須と

なる。しかしながら、新規開発された合板材は高価なものであるため、その導入、工事が施

設の広範に及んだ場合、多額の費用を要することになる。

今後、文化財の展示環境基準が従来よりも厳しいものとなった場合、このような多額の費

用負担を必要とする事例の発生が考えられるため、技術的指導・支援と併せて財政上の支援

も必要である。

<本県の取組>
本県は、全国に先駆け平成17年から指定管理者制度を導入した博物館運営を行っており、

長崎歴史文化博物館及び長崎県美術館は、年間約40万人の入館者が訪れる施設である。

両館とも建設当時、文化庁と東京文化財研究所が協力して環境調査を行い、空気環境基準

に合格 した施設として開館 した。平成25年 3月 30日 、東京文化財研究所から室内汚染物質

濃度基準が新たに示されたことを受け、博物館については、文化庁からの懇切な指導の下、

展示ケースの換気、展示スケジュールの調整等、適切な環境の保持に努めているところであ

る。
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夜間換気中の壁百ケース ガス吸着シート設置作業

換気中の移動式展示ケース ケース肉空気環境計湾状況

【提案・要望実現の効果】

今後、文化財の展示環境について新たな基準が示された場合、ハード面での財政的支援に

より公開。活用と維持・保存のための施設整備が違やかに行われ、重要文化財等をはじめと

する責重な文化財の鑑賞機会を安全かつ効果的に拡大することで県民が文化財に親しむ機会

を確保でき、ひいては交流人口の拡大など地域振興も図ることが期待できる。
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43 離島地域における揮発油税の減免等について

【経済産業省、国土交通省】

【提案・要望】

離島地域のガソリン価格は、地理的条件から流通コス ト等が高く、本土地域より

も割高となつていることから、価格差是正を図る抜本的な措置として、離島地域に

おけるガソリンの揮発油税等の減免措置を講じること

また、揮発油税等の減免措置が講じられるまでの間は、現在行われている「離島

ガソリン流通コスト対策支援事業」を引き続き実施すること

【本県の現状。課題等】

○離島地域においては、路線バスなどの公共交通機関の路線や便数が十分ではないため、通

勤・通学をはじめとした移動を伴う活動において、自家用車に頼らざるを得ない現状にある。

離島地域のガソリン価格は、その地理的条件から流通コストが高く、本土地域よりも割

高であったため、国において、平成23年 5月 から「離島ガソリン流通コスト対策支援事業」

により、離島地域におけるガソリン価格の値下げ支援が行われているところである。

しかしながら、依然として本土地域よりも割高となっており、島民にとっては本土地域と

の価格差縮減の実感を持ち得ない状況にある。

離島地域のガソリン価格が依然として本土地域よりも割高となっている要因としては、輸

送コストが本上に比べて嵩むことに加え、 1店舗当たりの販売量が本上の4分の 1程度と少
ないことなどから、コストやマージンを価格に転嫁せざるを得ないことが割高価格の一因と

なっている。

このことは、島民の社会・経済活動に大きな影響を与えており、急激な人口流出や過疎化

の進行を引き起こす要因にもなっている。
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開 た
曲 県のガソリン1朧の中鰺   (長崎県調査)

H家)    H21     H22    HZ〕     H24    Hあ     H象3    H27    H空3    H釣

【提案。要望実現の効果】
○揮発油税等の減免措置により、離島地域におけるガソリン価格の低減が図られ、住民の生

活安定と産業振興につながり、地域の人口流出や過疎化進行が抑制される。

また、本県は、国境に画した離島が多く存在している。国境離島は、領海や排他的経済水

域の保全をはじめ、海洋資源の開発・利用や海上交通の安全確保などを図るうえからも重要

な役害Jを担っており、本減免措置は、離島存続の基盤となる住民生活の安定と定住を促すも

のであることから、国境離島の維持・存続にも寄与する施策である。
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44 カネミ油被害者の救済について

【厚生労働省】

【提案・要望】
未認定被害者の救済のため、カネミ油症がより総合的な判断に基づいて認定され

るよう、今後とも研究をすすめるとともに、診断基準に新たな考え方を追加できな

いか検討すること

【本県の現状・課題等】

事件発生からおよそ50年が経過し、被害者の訴える症状等がカネミ油に起因するものか

半Ⅲ断は困難であり、現在の診断基準では、血液中ダイオキシン類濃度を重視せざるを得ない

状況である。

認定においては、家族の認定状況も含めて考慮されてはいるが、家族の高齢化や死亡、被

害者家族の抱える様々な事情等により、家族状況の確認が困難なケースも少なくない。

そのような中、自覚症状を訴えても、現在の基準を満たさないため、救済の対象とならな

い未認定被害者が本県には多くいる。

(本県の取組)

長崎県では平成21年度に未認定被害者の健康実態調査を実施 し、掘り起こしを行った。

調査の結果、新たに本県在住が確認できた未認定被害者 (連絡拒否者を除く)に対し、平成
22年度以降、油症検診受診の勧奨を行っている。

油症検診案内については、個人宛に通知を行うほか、県の広報誌、市報、新聞やホーム

ページにより広く広報を実施。未認定被害者の検診受診へ繋がるよう努力している。 (平成

29年度検診受診者 206名  うち未認定被害者 68名 )
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(人 )

300
本県の年度別認定者数(S43～‖29) 一 認定者数

５０

∞
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∞
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２

　

　

２

　

　

１

　

　

１

0 (年度)

H16      H24
基準見直し 基準見直し
OCDFl  (同 居家族)

H29
S49

基準見直し

(PCB)

S56

基準見直し
(pCO)

F72

113
94

ヽ 八26

引 〔五 |ゝ、こジ̀
f

10

◎全国及び長崎県のカネミ,由症認定状況(平成29年3月 末現在 )

※被審届出数は、昭和44年 7月 1日現在

※本県の生存認定患者数には、他県で認定を受けて本県に在住する患者13名を含む。

被害届出者数 認定患者数 生存認定慈者数

全 国 約14,000名 2,307名 1,558名

長崎県
約 1,400名

(全国比約 10%)

958名

(全国比約 41り

472名

(全国比約 3眺 )

五島地区 約 560

長崎地区 約 350

その他  約 490

名

名

名

H16.9 診断基準見直し前
754名認定

H16,9 診断基準見直し後
41名認定

H24.12診断基準見直し後
163名 認定

うち阿居認定 148名

【提案・要望実現の効果】
診断基準が見直されることにより、健康被害を訴えている未認定被害者が新たに油症患者

と認定され、現在よりも幅広い被害者の救済が図られる。
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45 大村湾の環境保全のための取組推進について

【環境省、農林水産省】

【提案・要望】
大村湾は、全国的に稀な二重の開鎖性を有する海域であることから、環境保全や

自律的環境修復能力の向上につながる取組の拡大と支援制度の創出を行うこと

(1)閉鎖性海域について、水質改善など生活環境を取り巻く情勢の変化を踏まえ、
これまでの水質基準に基づく評価方法に加え、透明度や生物の生息状況など住

民が親しみやすい新たな指標について検討を行うこと

(2)大村湾を、全国の閉鎖性海域における水環境改善のモデル地域として位置付
け、国 。県・市町が連携した水質浄化や環境保全につながる事業を構築すること

【本県の現状・課題等】

本県では、大村湾の水質改善や環境保全等の観点から「第3期大村湾環境保全と活性化行
動計画」を策定し、沿岸市町、関係機関が連携して水質改善等に取り組んでおり、湾全体で
は環境基準 (CODで2.Omg/L以 下)の達成に限りなく近づきつつあるものの、湾奥部では
依然として環境基準を超過した状況にある。

(1)閉鎖性海域における新たな評価指標の検討
。これまで、水質の改善を目的として、汚水対策を中心に取組を進めてきたが、今後は、

県民がより海に関心を持ち、触れ合う機会を増やすために、海の豊かさや親しみやすさ

を感じられる新たな指標が必要である。

(2)環境保全対策等の取組
・大村湾では、護岸整備や埋立工事等による自然海岸が減少するなど、生物の生育に厳し

い環境となつており、特に環境基準を超過している湾奥部を中心に継続した取組が必要

である。
・本県では、大村湾沿岸に再生砂による浅場を造成したところ、多くの二枚貝が確認され

るなど、生物の生息の場の回復につながっている。しかし、この取組を実施していくた

めには、広域的な連携が求められるとともに予算の確保は必要である。

大村湾流域における水質等の経年変化4
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【提案。要望実現の効果】
(項目 1)

従来の環境基準による評価だけではなく、住民が身近に感じる評価方法を導入することに

より、県民の海に対する環境保全意識の高まりや親水性を活かした海の活用が期待される。

(項目2)

大村湾において、浅場や藻場・千潟などの取組が推進されることにより、水質の改善や生

物の生息環境の場が確保され水産資源の維持・回復につながる。

また、成功事例として全国に発信することにより、他の閉鎖性海城における環境保全対策

として波及していくことが期待される。
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46 水道事業の基盤強fヒに係る支援策の充実強化に
ついて

【厚生労働省】

【提案・要望】

離島・半島などの地理的制約が大きい本県において、水道事業の基盤強化が図ら

れるよう、地域の実情に応じた支援措置を行うこと

(1)水道事業の老朽施設の更新を促進するため、補助率の嵩上げとともに必要な

財源の確保を行うこと

(2)水道事業の広城連携や官民連携を促進するための専門性の高いアドバイザー

制度の創設などの技術的支援の充実 。強化を行うこと

【本県の現状・課題等】

(1)施設整備に対する財源確保
。本県の水道事業者においては、これまで水道の普及に努めてきたことにより、県内の水

道普及率は98.50/。 (平成28年度末)に まで達し、全国平均を上回つて推移している。
一方で、離島・半島などの地理的要因によって非効率な水道施設の配置を余儀なくされ

る地域では、施設の更新費用が大きな負担となり事業経営が厳しい状況である。
。また、水道施設の老朽化が進んでいくなか、人口の減少は水道事業経営を更に厳しくし、

水道料金の地域間格差が拡大していくことが懸念される。

※1ボ 当たり水道料金の比較 (平成27年度末)

上水道事業   本県156円  全国149円
簡易水道事業  本県162円  全国142円
。各水道事業者は、国庫補助制度を積極的に活用し水道施設の再編整備を推進するととも

に、組織体需1や職員数の見直しに努め水道事業経営の効率化を図つている。

(2)技術的支援の充実 。強化
・水道事業の基盤強化を図つていくためには、国における水道施設整備にかかる国庫補助

制度の充実強化とともに、各水道事業者においては経営安定化にかかる取組を継続して

いく必要がある。
・県では、水道事業の基盤強化を図るために県内の水道事業者とともに実務者レベルでの

検討会を実施しているが、広域連携等の検討において、先進事例の知見などを有する専

門性の高い技術的助言が必要である。

水道施設整備にかかる補助率

簡易水道等 生活基盤施

単位管延長 補助率区分

20m以上 4/10

6m以上 20m未 満 1/3
0.30を超え
る市町村

6m未満 1/4

4/107m以 上
1/3

財政力指数

0.30以下の

市町村 7れ未満

lm以上 4/10海水激水化施設 (渇水対策〉

1/4

1.簡易水道

施設

放射線量分析機器

4/102.飲料水供給施設

1/23.離 島衛易水道事業(1.21こ 関係なく)

補助率区 分

堅急薄総水拠点確保等事業 1/4

水道管路題寸歴化等推進事業 1/4、 1/3、 1/2

水道事業運営基盤強化推進事業 1/3

水道広域化施設整備費 モ/4、 1/3

水道水源 自動監視施観1等 整備事業 1/4
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■長崎阜 田全国

【提案・要望実現の効果】
(項目電)

地理的制約から非効率な施設配置を余儀なくされる水道事業者に対する補助率の嵩上げに

より全国の水道事業者間の負担の平準イとが図られるとともに、国の財源確保によって老朽施

設の計画的な更新が促進される。

(項目2)

専門性の高いアドバイザー制度の創設や水道施設の再編整備にかかる簡易支援ツールの開

発などの技術的支援によって、マンパワーが不足する水道事業者の負担軽減が図られ水道事

業の基盤強化にかかる検討が促進される。

国予算額に占める本県配分額の制台億

約 2'と 前後て推移
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47 下水道施設の整備促進と安定的な経営について

【国土交通省】

【提案・要望】
住民のライフラインである下水道施設の整備促進と安定的な経営に対する財政的

支援をすること

(1)下水道による未普及地域の解消のために十分な財源確保を図ること

(2)下水道施設の耐震化、老朽化対策のために十分な財源確保を図ること

(3)下水道経営の安定化に資する広域化、施設統合を促進していくための支援策
を講じること

【本県の現状・課題等】

(1)未普及地域の解消
・本県の汚水処理人口普及率は、平成28年度末で79.50/。 と全国平均90.40/。より低く、特に、

離島・半島地域においては500/。 を下回つている状況にある。

また、下水道による普及率についても61.8°/。 (全国平均78.3°/c)に留まつている。

・平成29年 3月 に策定した「長崎県汚水処理構想2017」 では、下水道整備を中心として

平成38年度の汚水処理人口普及率90.2°/。を目指し取り組んでいるところであり、未普及

地域の解消のために財源の確保が必要である。

(2)耐震化、老朽化対策
。高度経済成長時代から下水道整備が本格化 し、県内の下水処理場40施設のうち14施設

については、既に標準耐用年数である20年を経過し、通常の維持管理では対応困難な

状況も散見されており、今後、老朽化施設の急増が見込まれることから、耐震化と老朽

化対策を併せて計画的に更新していく必要がある。

(3)経営の安定化
。本県では、人口減少が本格化する一方で、老朽化施設の更新需要が増加するなど、厳し

い経営環境にあり、将来にわたり下水道サービスを維持させるためには、経営基盤の更

なる強化が求められている。

・本県の下水処理場は、離島・半島地域など広範囲に散在し、小規模な施設が多く、執行

体制が脆弱な自治体が多いため、経営の安定化に向けた広城イとや施設統合などの経営基

盤の強化を進めるには、専門家による技術支援が必要である。
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【主要事業】
・処理場の施設統合
。大村湾水質改善のための高度処理整備
・新幹線整備等に関連した浸水対策

【提案・要望実現の効果】
(項目 1)(項目2)
国の財政支援により、未普及対策が促進され、快適な住環境の形成や公共用水域の水質保

全が図られるとともに、急増するインバウンド等の観光客に対し快適な環境が提供できる。

国の財政支援により、下水道施設の耐震化や老朽化施設の計画的な更新が可能となり、安

全安心で持続的な下水道サービスが可能となる。

(項目3)

下水道の経営が安定することで、将来にわたり継続的に下水道サービスを提供することが

できるとともに、地方における定住化やUIタ ーン受入など、人口減少対策が期待できる。

0
日こノ刀`要望 配

′
分

20年以上経過施設
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48 漂流・漂着ごみの対策について

【環境省、農林水産省、国土交通省】

【提案・要望】

漂流 。漂着及び海底ごみに関する下記対策を確実に実施すること

(1)外国由来のごみが、毎年、多量に漂着することから、現行の財政支援措置を

維持・拡充するとともに、外交上の適切な対応を実施すること

(2)漂流ごみ。海底ごみの回収・処理については、国の責任を明確にし、回収等
に伴う財政措置を充実すること

(3)マイクロプラスチック (微細なプラスチック)ごみについては、生態系に及
ぼす影響が懸念されることから、その実態解明と発生抑制対策を講じること

【本県の現状。課題等】

(1)財政支援と外交上の適切な対応
・本県は、日本列島の西端に位置し、国境離島をはじめとする多くの島々や北海道に次ぐ

海岸線の長さを有していることから、他県に比べ多量のごみが毎年、漂流 。漂着し、景

観、自然環境、水産資源、観光等への影響が深刻な問題となっている。
。本県における平成22年度から29年度 (8か年)の海岸漂着物の回収量は約13.2万浦、
回収・処理費用は約41億円であり、これまで地域グリーンニューディール基金や海ご

み基金による回収・処理のための財政措置が行われ、平成27年度以降の補助率は低下

したものの、地方負担に対する8割の特別交付税措置が講じられている。

漂着ごみは繰り返し漂着することから、回収・処理事業、発生抑制対策事業は、長期的

に取り組む必要があり、現行の財政支援措置の維持・拡充が必要である。

・本県には外国由来のものが多量に漂着していることから、平成28年度から県と離島4
市町の共催により、釜山広城市等と県内離島の高校生やNPO等 による交流事業を開催
し、両国の海岸漂着物の現状について認識するなど発生抑制対策の重要性について理解

を深めており、国においても、関係国に対して、実効性のある発生抑制対策を講じるよ

う強く要請することが望まれる。

(2)処理責任の明確化
・平成21年に海岸漂着物処理推進法が制定され、海岸管理者等の責務が明確にされたが、

漂流ごみや海底ごみについては、国及び都道府県 。市町村の処理責任の所在が不明確で

あることから、事業活動に支障が生じた航路事業者や漁業者等がやむなく回収し、その

ほとんどを地元市町が処理している。

(3)マイクロプラスチックごみの実態解明と発生抑制対策
と有害性が指摘される化学物質を含有するマイクロプラスチックは海洋に流入して、魚介

類などが摂取し蓄積されることから、それらを口にする人の健康へも悪影響を及ぼす可

能性が懸念されている。
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1)平成22～ 29年度 (8か年)における海岸漂着物の回収 日処理費用

県管理海岸    12,074浦     463, 601千 円

市町管理海岸  120, 001ボ   3, 628, 450千 円

合   計   132, 075ド   4, 092, 051千 円
(う ち、平成29年度 17, 246∬     448,518千 円)

財   源
・地域グリーンニューデイール基金、海ごみ基金 (環境省所管)

ネ甫助率 平成22～ 26年度 :10/10
・平成27年度 地域環境保全対策費補助金 (海岸漂着物等地域対策推進事業)

補助率 離島振興法等 :9.5/可 0
半島振興法・過疎地域自立促進特別措置法等 :9/10
原則的な補助率 :3/10

・平成28年度以降の補助率

離島振興法等 :9/可 0
半島振興法 B過疎地域自立促進特別措置法等 :3/10
原則的な補助率 :7/10

2)対馬における外国由来の海岸漂着物
・回収された漂着ごみに外国製品が占める割合 (臓22～博26環境省調査)
ペットボ トル 約84%(韓国51%,中国28%,台湾3%、 その他2%)

長 崎 県
全国

日太語寿記 ,卜国語寿譲 言語不層Я 合 計 全国 l酒位

428 914 1待H25 4 099 0 486

H26 14 465 1 706 817 1 524 3位
0 1 324 990 2314 2位H27 20.22嗜

2 942 2侍H28 16_029 10 2.773 159

3)廃ポリタンクの漂着

【提案・要望実現の効果】
(項目 1)(項目2)
必要な財源の確保や処理責任の明確化により、継続した漂着ごみ等の回収 。処分、発生抑

制対策が実施可能となり、地方自治体における安定した海岸漂着物対策を実施できる。

(項目1)

関係国における発生抑制対策が推進されることにより、外国由来の漂着ごみが多い本県の

漂着ごみ削減に繋がる。

(項目3)
マイクロプラスチックごみの実態解明と発生抑制対策により、海洋環境の保全が図られる。
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49 日立・回定公目におけるインパウンド対策の推進
について

【環境省】

【提案・要望】
国立 。国定公園における外国人受け入れ体制の整備を促進すること

(1)「国立公園満喫プロジェクト」について、先行する8公園の成果を他の国立・

国定公園に波及させるため、先行 8公園と周辺国立 。国定公園との連携した取
組を推進すること

また、そのために必要なソフト支援事業等を継続すること

(2)、 国際的な情報発信について、先行する3公園以外の国立 。固定公園も広報で
きるよう、広く地域の自然環境資源をPRす る仕組みを構築すること

(3)地域の受け入れ体制の整備のために自然環境整備交付金をはじめとする関連
予算の拡充を図ること

【本県の現状・課題等】

(1)国立公園満喫プロジェクトの成果の波及
。九州北部のインバウンドの多くは福岡を基点としており、観光ルートは「福岡⇔長崎 。

佐世保」、「福岡⇔大分 (別府・湯布院)・ 熊本 (阿蘇)」 が中心となっている。より長期

の滞在を実現するには、各地域が魅力を高めることに加え、これらのルートを結んだ大

きな周遊形態を提供することが必要と考えられる。
。その実現には、国立公園が観光資源の核として重要な役割を果たしていくことが期待さ

れており、特に長崎と熊本を結ぶ中間地点に位置する雲仙天草国立公園雲仙地域は重要

な役割を担うことができると考えられる。
・本県は雲仙地域において、先行する8公園の成果や知見を展開する環境省のソフト支援
事業等を活用し、アクセスの改善による周辺観光地や日立公園との連携や魅力の向上に

取り組んでいる。

(2)国際的な情報発信
・インバウンド対策を推進するためには、魅力ある情報を海外に向けて効果的に発信する

ことが重要であるが、これまで自然公園を主体とした情報発信は十分にはなされていな

も` 。

・個別の公園単位では日本の自然公園が持つ多様な魅力を十分に伝えることは難しいため、

広域的に情報発信することが効果的である。

(3)地域の受け入れ体制の整備
・訪日外国人が安全かつ快適に国立・国定公園を利用するためには、標識の多言語化やト

イレの洋式化等、ハード面での対応を充実させていくことが必要である。
・本県の西海国立公園は、世界文化遺産登録を目指す「長崎と天草地方の潜伏キリシタン

関連遺産」の構成資産が含まれ、今後大幅な観光客の増加が見込まれており、自然環境

整備交付金を活用したリニューアル整備事業を推進している。
・地理的に韓国に近い壱岐対馬国定公園においては、近年韓国からの定期船の大型化や宿

泊施設の整備が進み、平成29年は、前年比37%増の35万人の韓国人観光客が訪れてお
り、対馬市において、交付金を活用した公園施設の再整備計画が進められている。
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壱岐対馬固定公園

韓国からの観光客=年間
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九州における国立公園満喫プロジエクトの展開と連携の促進

【提案・要望実現の効果】
(項目 1)(項目2)
国立公園満喫ブロジェクトを活用した各地域のインバウンド対策について、国が中心と

なって国立公園を核とした連携を推進するとともに、一体的に効果的な情報発信を行うこと

によって、多様な外国人のニーズに対応できる魅力的な周遊ルー トの構築と訴求力の高いブ

ロモーション活動が可能となる。

(項目3)

老朽化した自然公園の利用施設の再整備や標識の多言語化等を促進することによって公園

の質の向上を図り、利用者へ安全で快適な利用環境を提供し、インバウンド対策への寄与を

図る。

国立公園の外国人利用者数を2020年までに倍増させる国の目標へ貢献 !
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